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概 要

本稿では，我が国における PPP/PFI の動向について説明した上で，一般廃棄物処理事業におけ

る PPP/PFI の方向性について考察する。内閣府が主導する各種取組によって，PPP/PFI 手法の多

様化が可能となり，広義のバンドリングと収益機会提供型 PPP/PFI 手法を組み合わせることによ

り，事業規模の適正化，事業の効率化，収益獲得によって公的負担を縮減するための道筋を描くこ

とが可能となった。一般廃棄物処理事業においては，財政健全化と安定的な廃棄物処理体制の確保

に寄与する広域化・集約化及び，カーボンニュートラルに寄与する民間技術・ノウハウを組み合わ

せた PPP/PFI 事業を効果的に実施していくことが求められる。

キーワード：PFI (Private Finance Initiative)，PPP (Public Private Partnerships)，事業類型，バンドリン

グ，広域化・集約化
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1．は じ め に

PFI (Private Finance Initiative) は，民間資金と民

間事業者のノウハウを活用した公共サービス提供手法

であり，英国で生まれた行政手法である。我が国では，

1999 (平成 11) 年 7 月における「民間資金等の活用

による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(以

下，「PFI 法」)の成立によって，実施が可能となった。

一方，PPP (Public Private Partnerships) (官民連

携，公民連携) については，文献によって異なる定義

がなされている。例えば，IMF (2004) は，「伝統的

に政府が提供してきたインフラ資産とサービスをプラ

イベート・セクターが供給する取り決め (arrange-

ment)」と定義している1)。

また，OECD (2008) は，何が PPP を構成する要

素であるかに関する明確な定義は存在しないとした上

で，PPP が伝統的な公共調達と民営化の中間に位置

することを前提として，PPP を伝統的な公共調達と

民営化のいずれとも明確に区別する必要があるとして

いる2)。その上で，OECD (2008) は PPP を，「政府

のサービス提供の目的が民間のパートナーの利益目的

と整合し，かつ，その整合の有効性が民間のパート

ナーに対する十分なリスクの移転に依存するような方

式で，民間のパートナーが当該サービスを提供する，

政府と単一もしくは複数の民間のパートナー (運営者

と資金提供者を含む場合がある) との間の合意」と定

義している2)。

一方，内閣府 (2017) は，PPP を「公共施設等の

建設，維持管理，運営等を行政と民間が連携して行う

ことにより，民間の創意工夫等を活用し，財政資金の

効率的使用や行政の効率化等を図るもの」と定義して

いる3)。

このように，PPP については多様な定義がなされ

ているが，公共部門，民間部門及び住民のパートナー

シップを重視し，公共部門と民間部門双方の利益に適

う広範囲にわたるパートナーシップに基づき，公共

サービスを提供するスキームの集合であるといえる。

当初，PFI 法では，新規施設の整備を伴う事業のみ

を対象としていた。その後，6次にわたる PFI 法の改

正，内閣府民間資金等活用事業推進会議によるアク

ションプランの決定等を通じて，多様な PPP 手法が

可能となった。政府は，現在，これら PPP 手法を

「PPP/PFI」と呼称して，その推進を図っている。

他のサービス提供手法と比較した PPP/PFI の特徴

として，以下の 2点を挙げることができる。

①従来方式である公設公営方式と異なり，公共サービ

スの提供を民間事業者に対し，長期間にわたり，包

括的に委託する (長期委託，包括委託)。

②民営化と異なり，依然として，公的機関が公共サー

ビスの提供に関する最終的な責任を保持している

(公的機関による公共サービス提供責任)。

PPP/PFI は民営化と異なり，公共サービスの提供を

民間事業者に包括的に委託する手法であることから，

公共サービスの提供主体は民間事業者であるが，公共

サービスの内容，量，質や PPP/PFI のビジネス・モ

デルに関する最終的な責任は公的機関にある。
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本稿では，PFI 法の改正内容や内閣府の取組みに焦点

を当て，我が国における PPP/PFI の動向について説

明した上で，一般廃棄物処理事業における PPP/PFI

の方向性について考察する。前者については，PFI 法

改正の概要，政府が推進する PPP/PFI の事業類型，

バンドリング，優先的検討規程を取り上げ，説明を行

う。後者については，広域化・集約化とこれを前提と

した PPP/PFI 手法の活用の必要性に焦点を当てて論

じる。

2．PFI法改正の概要

現在まで，PFI 法は 6次にわたり改正されている。

PFI 事業の範囲の拡張と PPP/PFI 手法の多様化に関

する改正内容は 5つに整理することができる (条番号

は本稿執筆時現在のもの)。

1．行政財産の貸付制度の創設と拡充

(第 1次改正，第 2次改正) (第 69条)

① PFI 事業者への行政財産の貸付けを可能とした。

②公共施設等と民間施設等を合築する場合に，行政

財産である土地を，民間施設部分を譲渡された

PFI 事業者以外の第三者に対し，貸付可能とした。

③合築以外の形態により民間施設等を併設する場合

に，特定施設のうち PFI 事業の実施に資するも

のについては，行政財産 (土地，施設) を，PFI

事業者及び PFI 事業者から特定施設の譲渡等を

受けた第三者に対し，貸付可能とした。

2．PFI の対象施設の拡充 (第 3次改正) (第 2条第 1

項)

PFI 法の対象となる「公共施設等」について，「公

営住宅」を「賃貸住宅」に改正するとともに，「船

舶，航空機等の輸送施設及び人工衛星 (これらの

施設の運行に必要な施設を含む。)」を追加した。

3．民間事業者による提案制度 (第 3 次改正) (第 6

条)

PFI 事業を，地域の価値や住民満足度をより高め

る事業とするために，民間事業者が行政に対して

PFI 事業を提案できる制度を導入した。

4．公共施設等運営権の導入と公共施設等運営事業に

対する支援の拡充 (第 3次改正，第 5次改正，第

6次改正) (第 4章 (第 16条〜第 30条)，附則第 4

条)

①利用料金の徴収を行う公共施設等について，公的

機関が施設等の所有権を有したまま，施設等の運

営権(公共施設等運営権) を民間事業者に設定す

る事業方式を可能とした。

②公共施設等運営事業の円滑かつ効率的な実施を図

るため，専門的ノウハウ等を有する公務員を退職

派遣させる制度を創設する等の措置を講じた。

③公共施設等運営権者が公の施設の指定管理者を兼

ねる場合において，利用料金の設定と指定管理者

の指定の手続きについて，地方自治法の特例を設

けた。

④平成 30 年度から平成 33 年度 (改正当時の和暦)

までの間に実施方針条例を定めることなどの要

件の下で，水道事業・下水道事業に係る公共施

設等運営権を設定した地方公共団体に対し，当

該事業に係る旧資金運用部資金の繰上償還を認

めるとともに，繰上償還に係る地方債の元利償

還金以外の金銭 (補償金)を受領しないものとし

た。

5．株式会社民間資金等活用事業推進機構による金融

支援 (第 4次改正) (第 5章 (第 31条〜第 67条)，

第 9章 (第 88条〜第 94条))

政府と民間の出資による「株式会社民間資金等活

用事業推進機構」を設立し，利用料金を徴収する

公共施設等の整備等を行い，利用料金を自らの収

入として収受する事業 (特定選定事業) を実施す

る民間事業者に対し，出融資による資金支援を行

うこととした。

3．PPP/PFIの事業類型

前述した PFI 法の改正によって，PFI 事業の範囲

を拡張するとともに，民間収益施設を組み合わせた事

業，民間提案に基づく事業，公共施設等運営事業 (コ

ンセッション)といった，民間のノウハウをより積極

的に活用する PPP/PFI 事業を実施するための基礎条

件を整備した。

さらに，内閣府民間資金等活用事業推進会議は，

2013 (平成 25) 年 6 月に，『PPP/PFI の抜本改革に

向けたアクションプラン』(以下，「抜本改革アクショ

ンプラン」)を決定した。抜本改革アクションプランは，

以下の問題意識に基づき，PPP/PFI について抜本的

な改革を行うこととし，その目標及び具体的取組につ

いての包括的な方針を定めたものである4)。

・これまで実施された PFI 事業の大半 (約 4分の 3)

は，PFI 事業者が整備した施設等の費用と事業期間

中の管理費等を，公共施設等の管理者等が税財源か

ら「延べ払い」で支払う方式であり，民間の資金，

経営能力及び技術的能力を活用して，効率的かつ効

果的に社会資本を整備するとともに，国民に対する

低廉かつ良好なサービスの提供を確保するという法

の本来の目的が十分に達成できているとは言い難い

状況にある。

・財政状況が厳しさを増す中，インフラの老朽化対策

や大規模災害に備える防災・減災対策が課題となっ

ており，真に必要な社会資本の整備・維持更新と財
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政健全化を両立させるために，民間の資金・ノウハ

ウを最大限活用することが急務である。

・そのためには，官と民が適切に連携することにより

最適な公共サービスの提供を実現するという，

PPP/PFI の本来の趣旨に立ち返り，できるだけ税

財源に頼ることなく，かつ，民間にとっても魅力的

な事業を推進することにより，民間投資を喚起し，

必要なインフラ整備・更新と地域の活性化，経済成

長につなげていくことが必要である。

抜本改革アクションプランは，基本的な考え方とし

て，PFI については，「延べ払い型」からの抜本的な

転換を目指すこととし，「公共施設等運営権制度」の

活用を推進するとともに，収益施設を併設・活用する

こと等により事業の収益性を高め，税財源以外の収入

等で費用を回収する方式の活用・拡大を図ることとし，

より広義な PPP については，民間主導で最適なサー

ビスの提供を実現し，地域の価値や住民満足度の最大

化を図るという PPP の効果を最大限発揮させるため

に，公的不動産の有効活用などを通じて民間の提案を

大胆に取り入れた事業を推進するとしている。

このような考え方に基づき，抜本改革アクションプ

ランは，PPP/PFI 事業として，以下の 4 つの事業類

型を示し，事業類型ごとの事業規模の目標とその推進

のための具体的取組を定めた。

①公共施設等運営権制度を活用した PFI 事業 (コン

セッション事業)

②収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収

する PFI 事業等 (収益型事業)

③公的不動産の有効活用など民間の提案を活かした

PPP事業 (公的不動産利活用事業)

④その他の事業類型 (延べ払い型 PFI 事業 (業績連

動契約・複数施設の包括契約等))

このうち，①〜③は，民間事業者に収益を獲得する

機会を積極的に提供することにより，公的負担を縮減

しようとする手法である。

その後，民間資金等活用推進会議は，上記事業類型

のうち，①コンセッション事業の積極的な活用の拡

大を実現すべく，新たに，2016 (平成 28) 年 6 月に

『PPP/PFI推進アクションプラン』(以下，「推進アク

ションプラン」) を定めた5)。推進アクションプラン

は，毎年改定されており，コンセッションについては，

重点分野が，抜本改革アクションプランにおける 4分

野 (空港，水道，下水道，道路) から，現在では 10

分野 (空港，水道，下水道，道路，文教施設，公営住

宅，クルーズ船向け旅客ターミナル施設，MICE

(Meeting, Incentive Travel, Convention and Exhibi-

tion/Event) 施設，公営水力発電，工業用水道)まで

拡張され，事業規模目標についても，当初の 2〜3兆

円から 7兆円へと，重点分野の拡大に併せて増額され

ている6)。

なお，コンセッションにおける事業範囲について，

PFI 法上，「公共施設等運営事業」は「運営等」を行

うものであるとされており，「建設」，「製造」，「改修」

は含まれていない7)。一方，『公共施設等運営権及び

公共施設等運営事業に関するガイドライン』では，

「施設の運営等のため必要な一定の範囲において，施

設の増改築部分にも既存の運営権を及ぼすことは PFI

法上許容されていると解される」とした上で，「どの

程度の増改築について既存の運営権を及ぼさせるかは，

具体的に管理者等が個別に判断すべき事項と考えられ

る」としている8)。

この点について，『推進アクションプラン (令和 2

年改定版)』は，コンセッション事業に密接に関連す

る「建設」，「製造」，「改修」を認めた方が，民間ノウ

ハウを一層活用することができる場合があることから，

運営事業者により実施することが可能な範囲を明確化

し，民間事業者が創意工夫を活かしやすい環境整備を

図るため，今後，PFI 法の改正を含めて検討を行うと

している6)。

4．バンドリング

『推進アクションプラン (平成 28 年版)』では，規

模が小さく，単独では事業化が困難なものについて，

「バンドリング」や「広域化」等により，事業として

の成立性を高めるなどの工夫を行うことが重要である

としている5)。同アクションプランでは，「バンドリ

ング」を「同種又は異種の複数施設を一括して事業化

する手法」，「広域化」を「複数の地方公共団体が公共

施設等の管理者等となって PPP/PFI 事業を実施する

手法」と定義している。

さらに，民間資金等活用事業推進委員会の下に設置

された「事業部会」(2016 (平成 28) 年 11 月 24日か

ら 2017 (平成 29) 年 2 月 8日まで) が公表した報告

書によれば，バンドリング (以下，「広義のバンドリ

ング」) を以下の 3つの形態に分類している9)。

①バンドリング (単一地方公共団体による) (以下，

「狭義のバンドリング」)：

単一の地方公共団体が公共施設等の管理者となり，

複数施設を一括して事業化する手法

②集約化・複合化：

複数施設を一つの施設に集約化・複合化する手法

③広域化：

複数の地方公共団体が公共施設等の管理者となり，

複数施設を一括して事業化する手法
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同報告書は，広義のバンドリングの効果として，民

間資金の活用により複数施設の整備等を一斉に実施で

きること，民間ノウハウを活かした効率的な事業実施，

一括発注による公共側の事務負担の軽減，事業コスト

の削減を挙げている。また，学校施設や公営住宅のよ

うに，老朽化した施設が大量に更新時期を迎えること

が見込まれる分野において，広義のバンドリングが有

効な解決策となると期待されるとしている9)。

PPP/PFI 手法それ自体は所与の事業規模の下での

効率性の向上を目指すものであり，事業規模の適正化

のための手法ではない。この点からいえば，広義のバ

ンドリング手法のうち，「集約化・複合化」と「広域

化」は事業規模の適正化を目指すものであり，公共施

設等のスリム化を図る上で有効な手段である。また，

「狭義のバンドリング」は，事業規模には変化がない

が，複数施設を一括して事業化することにより，事業

の効率性を高めることが可能となる。

5．優先的検討規程

優先的検討規程とは，多様な PPP/PFI 手法の導入

が適切かどうかを従来型手法に優先して検討する (優

先的検討) ための手続及び基準等のことである10)。

優先的検討規程については，内閣府民間資金等推進

会議が 2015 (平成 27) 年 12 月に『多様な PPP/PFI

手法導入を優先的に検討するための指針』を決定し，

これに基づき，各省各庁への内閣府通知11)及び，地方

公共団体への内閣府・総務省通知12)を通じて，策定の

要請が出された。

各省各庁には，平成 28 年度中のできる限り早い時

期に優先的検討規程を定めることを求め，地方公共団

体については，人口 20万人以上の地方公共団体には，

平成 28 年度末までに優先的検討規程を定めるよう求

めるとともに，その他の地方公共団体にも，必要に応

じて，同様の取組を行うよう求めている。

具体的には，以下の要件を満たす公共施設整備事業

であって，民間事業者の資金，経営能力及び技術的能

力を活用する効果が認められる事業を，優先的検討の

対象とし，適切な PPP/PFI 手法の選択，簡易な検討

(費用総額の比較による評価もしくは，公的負担の抑

制につながることを客観的に評価することができる他

の方法による検討)，詳細な検討 (専門的な外部コン

サルタントを活用するなどにより，要求水準，リスク

分担等の検討を行った上での，詳細な費用等の比較)

を通じて，採用手法の適否を評価することを求めてい

る10)。

①事業費総額が 10億円以上の公共施設整備事業

(建設，製造又は改修を含むものに限る。)

②単年度の事業費が 1億円以上の公共施設整備事業

(運営等のみを行うものに限る。)

2020 (令和 2) 年 3 月末時点における優先的検討規

程の策定・運用状況については，全ての都道府県，政

令指定都市では策定済であるが，人口 20万人以上の

市区 (111団体) では 74.8% (83団体)，人口 20万人

未満の市区町村 (1,610 団体) では 2.7% (44 団体)

に留まっている13)。特に，人口 20万人未満の市区町

村における策定率が低く，PPP/PFI の導入が進んで

いないことから，今後，20万人未満の市区町村につ

いても，人口規模など一定のターゲットについて目標

年限を定めて導入を進めること (指針の改定等) や，

補助金等の交付における優先的検討の要件化の拡大

(特に，PFI の実績の多い分野の補助金等を中心に関

係省庁へ要請を行うなど) について，今後，検討が進

む可能性がある13)。

6．ごみ処理の広域化とごみ処理施設の集約化

ごみ処理の広域化については，1997 (平成 9) 年に，

厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長通知「ごみ

処理の広域化計画について」14)が各都道府県一般廃棄

物担当部 (局) 長に対して発出され，各都道府県にお

いて，ごみ処理の広域化について検討し，広域化計画

を策定するとともに，計画に基づいて市町村を指導す

ることが求められた。ただ，本通知の主な目的は，

「ダイオキシン削減対策」にあり，「サーマルリサイク

ルの推進」や「公共事業のコスト縮減」も広域化が必

要な理由として掲げられていたものの，優先順位は高

くなかった。

しかし，2018 (平成 30) 年 6 月に閣議決定された

「廃棄物処理施設整備計画」(計画期間：2018 年度か

ら 2022 年度) では，一般廃棄物の排出量の減少，廃

棄物処理に係る担い手の不足，地域における廃棄物処

理の非効率化，廃棄物処理施設の老朽化による維持管

理・更新コストの増大といった状況の下で，将来にわ

たって廃棄物の適正な処理を確保するためには，地域

において改めて安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の

構築を進めていく必要があり，市町村単位のみならず

広域圏での一般廃棄物の排出動向を見据え，廃棄物の

広域的な処理や廃棄物処理施設の集約化を図る等，必

要な廃棄物処理施設整備を計画的に進めていくべきで

あるとした15)。

そして，本計画に基づく広域化と集約化を推進すべ

く，2019 (平成 31) 年 3 月に，環境省環境再生・資

源循環局 廃棄物適正処理推進課長通知「持続可能な

適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処

理施設の集約化について｣16) が各都道府県廃棄物行政

主管部 (局) 長に対して発出され，持続可能な適正処

理の確保に向けた広域化・集約化に係る計画を策定し，
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安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築を推進する

ことが求められた。

本通知では，広域化・集約化の主な方法として，

「組合設立 (近隣市町村が構成員となる一部事務組

合・広域連合等を設立し，構成市町村のごみを処理す

る)」，「ごみ種類別処理分担 (複数の市町村において，

ごみの種類ごとに分担して処理する)」，「大都市での

受入 (大都市が周辺市町村のごみを受け入れ，処理す

る)」，「相互支援 (基幹改良事業等による施設停止時

に，他の市町村が協力してごみを処理する)」，「他の

インフラとの連携 (下水処理施設等の他のインフラと

連携し，ごみ処理に必要な機能を集約化する)」，「民

間活用 (民間の廃棄物処理施設にごみ処理を委託し，

施設の集約化を図る)」の 6つを挙げている16)。

7．一般廃棄物処理事業における PPP/PFI

手法の活用

一般廃棄物処理事業は，他の事業分野と比較して，

PPP/PFI 手法の活用が進んでいる。令和元年度まで

の間に実施された全事業 283 件中，PFI 方式 (BTO

(Build-Transfer-Operate : 建設−譲渡−運営) 方式，

BOT (Build-Operate-Transfer : 建設−運営−譲渡)

方式，BOO (Build-Own-Operate : 建設−所有−運

営) 方式) 12件，DBO (Design-Build-Operate : 設計

−建設−運営) 方式 102件，長期包括運営業務委託方

式 18件となっており，全体の約 47%が PPP/PFI 手

法として実施されている。さらに，直近 5 年間 (平成

27 年度〜令和元年度) でみると，全事業 81 件中，

PFI 方式 3件，DBO方式 49件，長期包括運営業務委

託方式 1件となっており，全体の約 65%が PPP/PFI

手法として実施されており，近年，PPP/PFI 手法と

して実施される傾向が強まっている17)。また，用いら

れる PPP/PFI 手法としては，純粋な PFI 手法ではな

く，民間資金を活用しない DBO 方式が非常に多く

なっている。

一般廃棄物処理施設整備事業については，平成 17

年度より「循環型社会形成推進交付金」が創設され，

市町村が，廃棄物の 3R (Reduce, Reuse, Recycle) を

総合的に推進するために，広域的かつ総合的に廃棄物

処理・リサイクル施設整備を計画 (循環型社会形成推

進地域計画) した場合，計画に位置付けられた施設整

備に対し，交付金を交付することとされた18)。

交付要件である「循環型社会形成推進地域計画」に

おける計画策定の対象地域は，「人口 5万人以上又は

面積 400 km2以上の地域を構成する市町村 (沖縄，離

島等の特別の地域は除く。)｣18) とされていることから，

本交付金は，一定程度，ごみ処理の広域化とごみ処理

施設の集約化に寄与してきたものと思われる。

しかし，環境省は，前述の通知に基づく広域化・集

約化を推進するために，2019 年度から，ごみ焼却施

設を新設する場合には，「施設の広域化・集約化」を

新たな交付要件として追加するとともに，「PFI 等の

民間活用」，「一般廃棄物会計基準の導入」，「廃棄物処

理の有料化」についても，新たな交付要件として追加

した19)。

このうち，「PFI 等の民間活用」については，「地域

特性を考慮しつつ，地方公共団体及び民間事業者との

連携など，地域全体でのごみ処理の安定化・効率化を

図っていくことが重要」であることから，「PFI 等の

手法による施設設計の段階からの民間活力の活用等」

が必要であるとしている19)。

具体的には，新たにごみ焼却施設の整備計画を進め

るにあたっては，事業実施方式として，PPP/PFI の

導入の検討を行い，VFM (Value For Money) を算

定する等，定量的評価及び定性的評価により事業方式

を評価し，総合的に最も効率的な方法で施設の整備を

行うことを求めている19)。

このことから，優先的検討規程の策定推進と相俟っ

て，今後は，ごみ焼却施設の整備事業を中心として，

より一層，PPP/PFI 手法の活用が進むものと思われ

る。

8．お わ り に

我が国における PPP/PFI の動向を整理すると，ま

ず，PFI 法の改正によって，PFI 事業の範囲を拡張す

るとともに，民間収益施設を組み合わせた事業，民間

提案に基づく事業，公共施設等運営事業 (コンセッ

ション) といった，民間のノウハウをより積極的に活

用する PPP/PFI 事業の実施のための基礎条件を整備

した。

次に，PFI 法の改正を踏まえ，PPP/PFI 手法につ

いて 4つの事業類型を提示した上で，民間事業者に収

益を獲得する機会を積極的に提供することで，公的負

担を縮減することを目指し，コンセッション事業，収

益型事業，公的不動産利活用事業といった収益機会提

供型 PPP/PFI 手法の推進を図っている。

さらに，事業規模の適正化や事業の効率化を図るべ

く，「バンドリング」，「集約化・複合化」，「広域化」

といった，複数の事業を束ねる手法 (「広義のバンド

リング」) を推進している。

これらの取組により，多様な PPP/PFI 手法を実施

することが可能となり，広義のバンドリングと収益機

会提供型 PPP/PFI 手法を組み合わせることにより，

事業規模の適正化，事業の効率化及び，収益獲得を通

じて公的負担を縮減するための道筋を描くことが可能

となった。但し，収益獲得については，新型コロナウ

学会誌「EICA」第 25巻 第 4号（2021） 27



イルス感染拡大に伴い，昨春以降，多くの集客型事業

において厳しい状況が続いている。

一般廃棄物処理事業においては，一般廃棄物の排出

量の減少，廃棄物処理に係る担い手の不足，地域にお

ける廃棄物処理の非効率化，廃棄物処理施設の老朽化

による維持管理・更新コストの増大といった課題に対

処するために，さらなる広域化・集約化が不可欠であ

り，広域化・集約化を前提とした PPP/PFI 手法の活

用が求められている。

現在は，「循環型社会形成推進交付金」が，広域

化・集約化を前提とした PPP/PFI 手法の活用に向け

たインセンティブとして機能している。しかし，我が

国は，既に巨額の公的債務を抱えており，新型コロナ

ウイルス感染の拡大がこれに追い打ちをかけている。

感染終息が見通せない中，感染抑止や感染者治療等に

係る各種財政支出によって，公的債務は増加の一途を

辿っている。

感染が終息に向かった後，悪化した財政を立て直す

ため，財政健全化に向けた取組を強化していく必要性

がある。今後，さらなる人口減少による税収の減少リ

スクに直面する中で，財政の持続可能性を確保するた

めには，将来的に，交付金が大幅に減額もしくは廃止

される可能性は十分にありうる。

交付金等による財政支援が厳しくなっても，持続可

能なごみの適正処理を確保するためには，より一層の

広域化・集約化が不可欠であり，広域化・集約化を前

提とした PPP/PFI 手法の活用を進めていく必要があ

る。

また，ごみ処理事業は，カーボンニュートラルにお

いて重要な役割を果たすことが期待されている。菅義

偉内閣総理大臣は，2020 (令和 2) 年 10 月に行った

所信表明演説において，2050 年までに温室効果ガス

の排出を全体としてゼロにする方針 (2050 年カーボ

ンニュートラル) を表明した20)。そして，同年 12 月

には，経済産業省が，「2050 年カーボンニュートラ

ル」への挑戦を「経済と環境の好循環」につなげるた

めの産業政策として，『2050 年カーボンニュートラル

に伴うグリーン成長戦略』(以下，「グリーン成長戦

略」) を策定し，公表した21)。

グリーン成長戦略では，14 の重要分野ごとに，現

状と課題及び，今後の取組を記載している。ごみ処理

については，「(13) 資源循環関連産業」において，

3R，焼却施設排ガス等の活用・固定化，廃棄物発電，

熱利用，バイオガス化について，技術の高度化，設備

の整備，低コスト化等により，さらなる推進を図ると

している21)。これら取組を進めていく上では，民間事

業者が有する，もしくは，今後開発する技術やノウハ

ウを積極的に活用していくことが欠かせない。

このように，一般廃棄物処理事業においては，財政

健全化と安定的な廃棄物処理体制の確保に寄与する広

域化・集約化及び，カーボンニュートラルに寄与する

民間技術・ノウハウを組み合わせた PPP/PFI 事業を

効果的に実施していくことが求められる。
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